
 

生活保護受給者の健康管理の在り方に関する研究会 

 

 

１．趣旨 

  生活保護受給者は様々な課題を抱えて保護受給にいたっているが、制度の目的である自

立助長を図る基礎としては、何より健康状態を良好に保つことが重要であると考えられる。 

国としては、これまでも生活保護受給者の健康の保持及び増進のため、①専門職の配置

による適正受診指導、②健康診査及び保健指導の活用推進等の取組を進めてきた。 

自治体においては、生活保護受給者の健康管理支援の取組について、より効果的に実施

することが課題となっている。 

そのため、健康問題に関する有識者や先進的取組を行っている地方自治体等担当者の参

画を得て、生活保護受給者の健康保持増進上の課題及びそれらの課題を軽減・解消するた

めの方策について検討し、各地方自治体の取組を促す方策への提言をとりまとめるもので

ある。 

 

２．構成 

 ○ 外部有識者を招いた社会・援護局長の私的研究会とする（原則公開）。 

 ○ メンバーは別紙の通り。 

 ○ 事務局は、社会・援護局保護課とする。必要に応じ関係部局の参加もあり得る。 

 

３．検討事項（案） 

 ○ 生活保護受給者の健康状態に関する現状分析 

 ○ 健康の保持増進の意義・必要性 

 ○ 健康の保持増進における課題 

 ○ 課題解消・軽減のための効果的な方策の検討 

 （例） 

  ・健康保持のための効果的な動機付け 

  ・食生活、運動、外出等に着目したアプローチの方法 

  ・専門職の確保のための方策 

  ・社会的資源の活用 

 ○その他 

 

４．検討スケジュール 

○ ９月８日（月）に第１回を開催し、概ね月１～２回開催。 

○ 本年中を目途に提言をまとめる。  
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